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１．契約の保証について      

契約の保証については、別紙－１のとおりである。 

 

２．現地調査について       

現地調査にあたっては、事前に監督職員あてに調査実施日等を提出するものとし、

調査状況を以下の様式により調査実施日の都度、監督職員に報告すること。特に調

査位置を前年度調査位置から変更せざるを得なかった場合は、位置変更理由を具体

的に記載すること。 

ため池名称 

（調査地点） 
調査日 

水深 

（最深） 

濁りの

有無 

過年度調査

位置 
今年度調査 位置変更 

緯度 経度 緯度 経度 距離 理由 

          

          

          

 

３．打合せについて 

  本業務の積算基地は「福島市」で考えている。 

  打合せに要する日数は 0.5 日/回＋往復移動日数 0.5 日/回を計上しており、着手

前・中間・最終・幹事会の打合せ場所は「仙台市」、委員会の打合せ場所は「東京都」

で考えている。また、職種は主任技師、技師（Ａ）を４回、技師（Ａ）、技師（Ｂ）

を１回計上している。 

 

４．作業歩掛について 

各作業における作業条件等は別紙－２のとおりである。 

また、積算基準に定められていない作業歩掛については、別紙－３のとおり考え

ており、実態調査を行うので業務完成時に別紙－４の見積歩掛実態調査表に必要事

項記入のうえ、監督職員あて提出すること。 

 

５．外業に係る手当について 

外業作業員に対する安全費として、次のとおり計上しており、数量については、作

業実態に基づき変更することで考えている。 

項目 単価 数量 備考 

ゴム手袋 30 円/組 46 組 1 人/日あたり 1 組として算定 

防塵マスク  75 円/枚 46 枚 1 人/日あたり 1 枚として算定 捕集効率 80%以上 

個人線量計 166 円/日 46 日 リース 

 

 

  



 

 

６．分析費用について       

放射性物質濃度等の分析に要する費用は以下のとおり考えており、一括計上とし

ている。 
（消費税抜き） 

項 目 分析内容 単価(円/検体) 備  考 

水質 

 

SS  1,900   

VSS  2,750   

放射性物質 

セシウム 137 
12,600  検出下限値 1Bq/L 

放射性物質 

セシウム 137 
16,200  

検出下限値 1Bq/L 

（0.45μm のフィルタ

ーでろ過した水） 

底質 試料調製 6,000   

含水率  1,520   

放射性物質 

セシウム 137 
11,800  検出下限値 10Bq/kg 

 

７．地震・津波・原子力発電所事故等の対策について   

  本業務の外業中における地震・津波・原子力発電所事故等の緊急時における避難態

勢を構築すること。（避難の教育・訓練等）なお、特に海岸付近の作業においては救

命胴衣等の着用に努めること。 

 

８．被災者の就労機会の確保について     

  受注者は、外業等の業務に当たって、地震等被災地域における被災者（農林漁家を

含む）の就労希望者を優先的に雇用するよう努めるものとする。 

  なお、被災者等の雇用においては、賃金等の支払いが適正かつ遅滞なく行われるよ

う配慮すること。 

 

９．暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について  

（１）部局長が発注する建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務（以下「発注工

事等」という。）において、暴力団員等による不当要求又は工事（業務）妨害（以下

「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当

介入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行う

こと。 

（２）（１）により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、

速やかにその内容を記載した書面により発注者に報告すること。 

発注工事等において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れ

が生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。 

 



別紙－１ 

 
１．契約の保証について 
（１） 落札者は、業務請負契約書案の提出とともに、以下アからオのいずれかの書類を提

出しなければならない。ただし、以下アからオのいずれかの書類の提出に代えて、業

務完了保証人を付することができる。 
 

ア  契約保証金に係る保管金領収証書及び保管金提出書 
（ア） 保管金領収証書は､「日本銀行 仙台支店」に契約保証金の金額に相当する金額

の金銭を払い込んで、交付を受けること。 
（イ） 保管金領収証書の宛名の欄には､「東北農政局歳入歳出外現金出納官吏総務部会

計課課長補佐（主計） 昆野淳」と記載するように申し込むこと。 
（ウ） 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱については、

契約担当官等の指示に従うこと。 
（エ） 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、契約保証金は、会計

法第 29 条の 10 の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金

の金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 
（オ） 受注者は、業務完了後、請負代金額の支払請求書の提出とともに保管金の払渡を

求める旨の保管金払渡請求書を提出すること。 
 

イ 契約保証金に代わる担保としての有価証券（利付国債に限る｡ ）に係る政府保管有価

証券払込済通知書及び政府保管有価証券提出書 
（ア） 政府保管有価証券払込済通知書は､「日本銀行 仙台支店」に契約保証金の金額

に相当する金額の利付国債を払い込んで、交付を受けること。 
（イ） 政府保管有価証券払込済通知書の宛名の欄には､「東北農政局政府保管有価証券

取扱主任官総務部会計課課長補佐（主計） 昆野淳」と記載するように申し込むこ

と。 
（ウ） 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱については、

契約担当官等の指示に従うこと。 
（エ） 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、保管有価証券は、会計法

第 29 条の 10 の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の

金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 
（オ） 受注者は、業務完了後、請負代金額の支払請求書の提出とともに政府保管有価証

券払渡請求書を提出すること。 
 

ウ 債務不履行時による損害金の支払いを保証する金融機関等の保証に係る保証書 
（ア） 契約保証金の支払の保証ができる者は、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締

りに関する法律（昭和 29 年法律第 195 号）に規定する金融機関である銀行、信託

会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中

央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業協同組合、水産業協同組合若しく

はその他の貯金の受入れを行なう組合（以下「銀行等」という｡ ）又は公共工事の

前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定する

保証事業会社（以下「金融機関等」と総称する｡ ）とする。 
（イ） 保証書の宛名の欄には､「支出負担行為担当官東北農政局長 菅家秀人」と記載

するように申し込むこと。 
（ウ） 保証債務の内容は業務請負契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払い

であること。 
（エ） 保証書上の保証に係る業務の業務名の欄には、業務請負契約書に記載される業

務名が記載されるように申し込むこと。 
（オ） 保証金額は、契約保証金の金額以上であること。 



（カ） 保証期間は、履行期間を含むものとすること。 
（キ） 保証債務履行の請求の有効期間は、保証期間経過後６か月以上確保されるもの

とする。 
（ク） 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合又は履行期間を変更

する場合等の取扱については、契約担当官等の指示に従うこと。 
（ケ） 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、金融機関等から支払わ

れた保証金は、会計法第 29 条の 10 の規定により国庫に帰属する。なお、違約金

の金額が保証金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 
（コ） 受注者、銀行等が保証した場合にあっては、業務完了後、契約担当官等から保証

書（変更契約書がある場合は、変更契約書を含む｡ ）の返還を受け、銀行等に返還

するものとする。 
 

エ  債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券 
（ア） 公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度として債務の履行を保

証する保証である。 
（イ） 公共工事履行保証証券の宛名の欄には､「支出負担行為担当官東北農政局長 菅

家秀人」と記載するように申し込むこと。 
（ウ） 証券上の主契約の内容としての業務名の欄には、業務請負契約書に記載される

業務名が記載されるように申し込むこと。 
（エ） 保証金額は、請負代金額の 10 分の１の金額以上とする。 
（オ） 保証期間は、履行期間を含むものとする。 
（カ） 請負代金額を変更する場合又は履行期間を変更する場合の取扱については、契

約担当官等の指示に従うこと。 
（キ） 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、保険会社から支払われ

た保証金は、会計法第 29 条の 10 の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の

金額が保証金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 
 

オ  債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券 
（ア） 履行保証保険とは、保険会社が債務不履行時に、保険金を支払うことを約する保

険である。 
（イ） 履行保証保険は、定額てん補方式を申し込むこと。 
（ウ） 保険証券の宛名の欄には､ 「支出負担行為担当官東北農政局長 菅家秀人」と記

載するように申し込むこと。 
（エ） 証券上の主契約の内容としての業務名の欄には、業務請負契約書に記載される

業務名が記載されるように申し込むこと。 
（オ） 保険金額は、請負代金額の 10 分の１の金額以上とする。 
（カ） 保険期間は、履行期間を含むものとする。 
（キ） 請負代金額を変更する場合の取扱については、契約担当官等の指示に従うこと。 
（ク） 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、保険会社から支払われ

た保険金は、会計法第 29 条の 10 の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の

金額が保険金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 
 

（２）（１）の規定にかかわらず、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 100 条

の２第１項第１号の規定により業務請負契約書の作成を省略することができる業務請負

契約である場合は、契約の保証を付さなくてもよいものとする。 
 
２．低入札価格調査基準の適用について 
 本業務は、低入札価格調査の対象業務となることから、低入札基準に該当した場合は書

面による調査回答を求める。 



作業項目 作業条件等 備　考

【測量作業】 工種区分：測量業務（一般）

１.モニタリング調査
　（ため池）

   1 式

（１）水質調査 採水、水温、濁度、透視度、溶存酸
素、電気伝導度、pH

 188 地点 見積歩掛

（２）底質調査 柱状採泥  150 地点 見積歩掛

エクマンバージ等  132 地点 見積歩掛

（３）空間線量率調査   94 地点 見積歩掛

※　特殊勤務手当 帰還困難区域（４時間以上/日）   46 人日 標準単価

※　特殊勤務手当 帰還困難区域（４時間未満/日）  0 人日 標準単価

※　旅費交通費
（測量外業日帰用）

交通機関区分:ライトバン,使用日
数:69日,時間区分(往復):4時間

   1 式 標準歩掛

※　安全費 ゴム手袋、防塵マスク、個人線量計   46 組・枚・日 公表単価

※　試験分析費（一括計上）

　水質調査

ＳＳ  188 検体 公表単価

ＶＳＳ   20 検体 公表単価

放射性物質
（137Cs）

検出下限値1Bq/L  188 検体 見積単価

放射性物質
（137Cs）（ろ過後）

0.45μmﾌｨﾙﾀｰろ過後、検出下限値
1Bq/L

  20 検体 見積単価

　底質調査

試料調製  500 検体 見積単価

含水率 JIS A 1203 ３個／試料  500 検体 公表単価

放射性物質
（137Cs）

検出下限値10Bq/kg  500 検体 見積単価

※　直接経費
（電子成果品作成費）

   1 式 標準歩掛

【設計作業】 工種区分：実施設計以外

１.調査の準備作業    1 式

２.調査結果の整理・分析
2-1.モニタリング調査結果の
整理・分析

   1 式 見積歩掛

2-2．委員会資料作成    1 式 見積歩掛

数量

別紙－２　作業条件等

見積歩掛



作業項目 作業条件等 備　考数量

※　打合せ
（設計業務基準日額）

着手前・最終・幹事会・委
員会

一般工種,設計用主任技師人数:1.00人,設計
用技師(Ａ)人数:1.00人,打合せ日数:0.5日,
往復移動日数:0.5日

   4 回 標準歩掛

中間 一般工種,設計用技師(Ａ)人数:1.00人,設計
用技師(Ｂ)人数:1.00人,打合せ日数:0.5日,
往復移動日数:0.5日

   1 回 標準歩掛

※旅費交通費（設計）

着手前・最終・中間・幹事
会

一般工種,通勤により打合せ,一般交通機関,鉄道,
往復移動距離区分:100km≦Ｌ（100km以上）

   4 回 標準歩掛

委員会 一般工種,通勤により打合せ,一般交通機関,新幹
線,往復移動距離区分:100km≦Ｌ（100km以上）

   1 回 標準歩掛

※その他

電子納品版業務報告書作成 1部,Ａ－４,1000枚,10㎝,0枚(CDは電子成果
品で計上)

   1 式 標準歩掛

※直接経費
（電子成果品作成費）

   1 式 標準歩掛



別紙－３

【測量作業】

作　業　項　目 単位 測量主任技師 測量技師 測量技師補 測量助手 備考

１.モニタリング調査(ため池)

人 0.10 0.15 0.15

人 0.17 0.17 0.17

人 0.10 0.10 0.10

人 0.10 0.10

【設計作業】

作　業　項　目 単位 技師長 主任技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考

１.調査の準備作業 人 1.00 8.0 7.0 10.0 10.0 10.0
１式
当り

２.調査結果の整理・分析
2-1.モニタリング調査結果
の整理・分析

人 1.0 5.0 12.0 14.0 7.0 7.0
１式
当り

2-2．委員会資料作成 人 1.0 2.0 3.0 3.0 5.0 5.0
１式
当り

作　業　歩　掛

（１）水質調査
資機材費　直接人件費計の40％

（２）底質調査
※ｴｸﾏﾝﾊﾞｰｼﾞ等による採泥 資機材費　直接人件費計の40％

（３）空間線量率調査

（２）底質調査
※柱状採泥による採泥 資機材費　直接人件費計の45％

１地点
当り

資機材費　直接人件費計の10％

１地点
当り

１地点
当り

１地点
当り



別紙－４

１．調査目的

２．概要

局名

担当部署

業務名

担当者名

受注者名

担当者名

担当者連絡先

３．歩掛調査様式

技師
長

主任
技師

技師
Ａ

技師
Ｂ

技師
Ｃ

技術
員

技師
長

主任
技師

技師
Ａ

技師
Ｂ

技師
Ｃ

技術
員

４．歩掛に差異が生じた理由（発注者記入）

５．歩掛に差異が生じた理由（受注者記入）

見積歩掛実態調査表

　本調査は、本業務に関する作業歩掛の実態を把握し、見積歩掛の妥当性の検証、積算の適正化を図
ることを目的としている。

発注者

受注者

合計

歩掛（発注者記載） 歩掛（受注者記載）
作業項目 作業内容


